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（短期前払費用） 

【答】  

法人税の計算において、前払費用（一定の契約に基づき継続的に役務の提供を受けるために

支出した費用のうち支出した事業年度終了の時においてまだ提供を受けていない役務に対応す

るものをいいます。以下同じです。）の額でその支払った日から１年以内に提供を受ける役務に

係るものを支払った場合、その支払った額に相当する金額を継続してその支払った日の属する

事業年度の損金の額に算入しているときは、当該前払費用を損金の額に算入することが認めら

れています（法人税基本通達２－２－14）（所得税についても同様です。）。 

消費税の計算についても、当該取扱いの適用を受ける前払費用に係る課税仕入れは、その支

出した日の属する課税期間において行ったものとして取り扱うこととしています（基通11－３

－８）。 

したがって、このような前払費用については、その支出した日の属する課税期間において行

ったものとして取り扱うこととなりますが、当該前払費用に係る課税仕入れについて仕入税額

控除の適用を受けるためには、原則として、適格請求書の保存が必要となり、ご質問のように

当該前払費用に係る適格請求書等を保存している場合は、支出した日の属する課税期間の課税

仕入れとして仕入税額控除の適用を受けることができます。 

また、当該前払費用に係る課税仕入れが適格請求書発行事業者から行われるものである場合

には、当該前払費用を支出した日の属する課税期間において適格請求書の交付を受けられなか

ったとしても、事後に交付される適格請求書を保存することを条件として、当該前払費用とし

て支出した額を基礎として仕入税額控除の適用を受けることとして差し支えありません。 

なお、当該前払費用として仕入税額控除の適用を受けた金額が契約変更等により変動した場

合の対応については、問96《見積額が記載された適格請求書の保存等》をご参照ください。 

  

問 98 当社は、法人税基本通達２－２－14 の取扱いの適用を受けている前払費用について、そ

の支出した日の属する課税期間の課税仕入れとしています。 

また、当該前払費用は相手方から交付を受けた請求書等に基づき支払っています。 

適格請求書等保存方式において、相手方から交付を受ける請求書等が適格請求書の記載事

項を満たすものであった場合、当該前払費用について、支出した日の属する課税期間の課税

仕入れとして仕入税額控除の適用を受けることができますか。【令和４年 11 月追加】【令和

５年 10 月改訂】 


